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１．前回改正の内容

○ 平成26年の介護保険法改正において、保険料の上昇を可能な限り抑えつつ、現役世代に過度な
負担を求めず、高齢者世代内において負担の公平化を図っていくため、一定以上所得のある方につ
いて負担割合を２割とするとともに、高額介護サービス費の上限について、特に所得が高い、医療保
険における現役並み所得に相当する所得がある方については、37,200 円（世帯）から医療保険の現
役並み所得者の多数回該当と同じ水準である44,400 円（世帯）とされたところ。

２．経済・財政再生アクション・プログラムにおける記載等

○ 経済・財政再生アクション・プログラム（平成27年12月24日経済財政諮問会議）においては、利用者
負担のあり方について、以下のとおり記載されている。
・ 医療保険における高額療養費制度及び介護保険における高額介護サービス費制度の見直しに
ついて、関係審議会等において具体的内容を検討し、2016年末までに結論を得て、その結果に基
づいて速やかに必要な措置を講ずる。
・ 介護保険における利用者負担の在り方について、関係審議会等において検討し、2016年末まで
に結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講ずる（法改正を要するものに係る2017年通常
国会への法案提出を含む）。

○ また、医療保険制度における患者負担についてはこれまで累次の改正が行われており、70歳以上
の方については、平成14年10月から現役並み所得者の負担割合を２割に引き上げ、平成18年10月か
らこれを３割としている。さらに、70～74歳の方について、平成26年４月２日以降に70歳の誕生日を迎
える方の患者負担を２割とした。

現状・課題
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○ 介護保険制度の高額介護サービス費の限度額は、制度創設時の医療保険の高額療養費制度を踏
まえて設定されている。医療保険制度における高額療養費についてはこれまで累次の改正が行われ
ており、70歳以上の方については、平成18年10月からは、一般区分（住民税世帯非課税以外の方）の
上限額及び現役並み所得区分の多数回該当の上限額が、44,400円とされている。

○ 現在、社会保障審議会医療保険部会において、世代間の公平、負担能力に応じた負担等の観点を
踏まえた高額療養費制度の見直しについて議論が行われているところ。

○ 利用者負担割合については、軽度者が支払う利用者負担額が、中重度者が支払う利用者負担額と
均衡する程度まで、要介護区分ごとに、軽度者の利用者負担割合を引き上げるべきとの指摘がある。
また、高額介護サービス費については、高額療養費制度と同水準まで利用者負担の月額上限を引き
上げるべきとの指摘がある。

３．８月19日、10月19日介護保険部会における主なご意見

○ ８月19日、10月19日の介護保険部会においては、主に以下のような意見があった。
・ 負担能力に応じた負担となるようにしていくべきではないか。
・ 医療保険制度における患者負担割合や高額療養費との整合性をとるべきではないか。
・ 現役世代並みの収入や高額な預貯金がある高齢者の方にはさらに負担していただく必要があるの
ではないか。
・ 高額介護サービス費について、医療保険部会における見直しに準じた見直しを行うべきではないか。
・ サービスの利用控えや家計への負担に配慮しつつ検討していくべきではないか。
・ 介護サービスの利用が長期間となることを考えると、医療保険制度と並びをとる必要はないのでは
ないか。

現状・課題

2

利用者負担のあり方



・ ２割負担となった者の暮らしへの影響調査を行うべきではないか。新たな利用者負担増には反対。
・ 軽度者について利用者負担割合を引き上げると、より重度の要介護認定を誘発するおそれもある
ので、むしろケマネジメントの標準化等により対応するべきではないか。

現状・課題
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（利用者負担割合）

○ 利用者負担割合については、平成27年８月から一定以上所得者については２割負担を導入したとこ
ろである。制度の施行状況や、医療保険における患者負担割合を踏まえ、こうした利用者負担割合の
あり方についてどのように考えるか。
保険料の上昇を可能な限り抑えつつ、制度の持続可能性を高めるため、高齢者世代における世代
内の負担の公平化を図っていく観点から、高齢者世代のうち現役並みの所得を有する方について、医
療保険と同様、利用者負担割合を３割に引き上げることについて、どう考えるか。

※現役並み所得相当
世帯内に、課税所得１４５万円以上の第１号被保険者がいる場合であって、世帯内の第１号被保険者の収入の
合計が520万円（世帯内の第１号被保険者が１人のみの場合は383万円）以上である場合

（高額介護サービス費）

○ 高額介護サービス費について、医療保険の高額療養費制度を踏まえ、現在の一般区分の負担上限
額を37,200円から44,400円に引き上げることについて、どのように考えるか。

論点
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利用者負担割合

１
号
被
保
険
者

本人の合計所得金
額が160万円未満
（現役並み所得相当に該
当する者を除く。）

本人の合計所得金
額が160万円以上

２割負担

※ 合計所得金額とは、給与収入や事業収入等から給与所得控除や必要経費を控除し
た額
※ 合計所得金額が160万円以上でも、同一世帯の第１号被保険者の年金収入＋その他
の合計所得金額が単身で場合280万円、２人以上で346万円に満たない場合は、１割
負担とする。
※ 現役並み所得者は、世帯内の１号被保険者に課税所得145万円以上の者がいる場
合。（ただし、同一世帯内の第１号被保険者の収入が、１人のみの場合383万円、２人以
上の場合520万円に満たない場合を除く）

１割負担

高額介護サービス費

介護保険における
自己負担限度額
（月額）

医療保険における自己負
担限度額
（月額・世帯単位）

現役並み所得
相当（※）

44,400円（世帯）
80,100＋医療費1％
（多数該当：44,400円）

一般 37,200円（世帯）

44,400円（世帯）

44,400円

市町村民税世
帯非課税等

24,600円（世帯） 24,600円

年金収入
80万円以
下等

15,000円（個人） 15.000円

○利用者負担が過度に重くならないよう、所得に応じて、利用
者負担の上限額を設けている。
○上限を超えた場合、超えた分を高額介護サービス費として
支給

保険給付

イメージ

自己負担限度額
24,600円

介護費：30万円

９割 １割

高額介護
サービス費

（参考）医療保険の患者負担（70歳以上の高齢者）
S58.2         H13.１ H14.10 H18.10 H20.4

負
担
割
合

現役並み
所得者

定額負担 １割

２割 ３割

それ以外 １割
70～74歳２割
（一部１割）
75歳以上１割

現役並み所得相当 ３割負担

見直し案

見直し案

利用者負担のあり方（見直し案のイメージ）
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（医療保険部会における議論との関係）

○ 現在、社会保障審議会医療保険部会において、次ページ以降のとおり、世代間の公平、負担能力に
応じた負担等の観点を踏まえた高額療養費制度・高額介護合算療養費の見直し等について議論が
行われているが、これを踏まえた、高額介護サービス費等の見直しについてどう考えるか。

○ 特に、医療保険における現役並み所得者の負担の在り方について論点とされているが、介護保険に
おける現役並み所得者の利用者負担割合の見直しを議論している中で、高額介護サービス費等の在
り方についてどう考えるか。

論点
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平成28年９月29日
社会保障審議会医療保険部会資料
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平成28年９月29日
社会保障審議会医療保険部会資料
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